 (2) 定款の変更届
次の事項に係る定款の変更を行った場合（定款変更認証以外のすべての定款変更）は豊中市長に届出を行わなければなりません。
①　事務所の所在地の変更（所轄庁の変更を伴わない場合に限る）
②　役員の定数の変更
③　資産に関する事項の変更
④　会計に関する事項の変更
⑤　事業年度の変更
⑥　解散に関する変更（残余財産の処分に関する事項を除く）
⑦　公告の方法の変更
⑧　法第11条第1項各号にない事項（合併に関する事項、職員に関する事項）
大阪府内（大阪市、堺市は除く）で事務所を移転・増設・廃止する場合についての取扱いは次のとおりです。
　　
・現在、大阪府の所管法人である場合（豊中市のみに事務所を設置しようとする場合）

　⇒　大阪府知事を経由して豊中市長あてに届出（豊中市長あての書類を大阪府に提出してください。）※以後は豊中市の所管法人となります
・現在、豊中市の所管法人である場合（豊中市外に事務所を移転する場合）

⇒　豊中市長、大阪府知事を経由して、事務所を設置する権限移譲各市町村長あてに届出（変更先の市町村長あての書類を豊中市に提出してください。）

【大阪府内での法人の所管の変更例】（他市：大阪市、堺市、島本町を除く市町村）

　・事務所が島本町と豊中市　→　豊中市のみ　…豊中市長あての書類を大阪府に提出

（所管は、大阪府から豊中市に変更になります。）

・事務所が豊中市のみ　→　他市のみ　…他市長あての書類を豊中市へ提出

　　（所管は、豊中市から他市に変更になります。）

・事務所が豊中市のみ　→　豊中市と他市　…大阪府知事あての書類を豊中市へ提出

　　（所管は、豊中市から大阪府に変更になります。）
なお、事務所の所在地の変更を行った場合においても、次の場合は定款の変更とならないため、届出は不要となります。
・　定款で事務所の所在地の規定が「大阪府豊中市に置く。」等となっており、豊中市内で住所を変更する場合。
ただし、法務局での登記の変更は必要であることにご留意ください。また、豊中市からＮＰＯ法人に連絡したい事項があるときに必要ですので、事務所の所在地や連絡先に変更があった場合は、文書やＦＡＸ等（様式の定めはありません）でお知らせください。
〔手続の流れ〕
                             










〔必要な書類〕
	順番
	書類の名称
	ペ－ジ
	部　数
	ﾁｪｯｸ

	1
	定款変更届出書（様式第8号（第8条関係））
	１０９
	１ 部
	

	2
	定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本（コピー）
	９６
	１　部
	

	3
	変更後の定款
	９７
	２　部
	


【様式第８号（第８条関係） 】　※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。

特定非営利活動法人の定款の変更をしたので、特定非営利活動促進法第25条第６項の規定により、次のとおり届出

をします

	。

	
	変更後

	変更前

	定款の変更内容

	 第○条……
 2　……


	第○条……
 2


	変更の時期
	


	変更の理由
	


	添付書類

	１  定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本（１部）
２  変更後の定款（２部 ）


主たる事務所及びその他の事務所の所在地(所轄庁の変更を伴わない場合)、資産に関する事項､ 公告の方法、役員の定数の変更等








定款変更事由の発生











【豊中市】








 届  出














定款の変更














社員総会











【法務局】





主たる事務所及びその他の事務所の所在地を変更したとき　等








変更の登記











法人から豊中市へ提出





登記事項


証明書の提出














登記事項に変更が生じた場合には、ＮＰＯ法人は、主たる事務所の所在地の法務局においては２週間以内に、その他の事務所の所在地の法務局においては３週間以内に、変更の登記が必要です。





１部提出





定款で規定した正式名称を記載してください。例：特定非営利活動法人○○、ＮＰＯ法人○○　等





変更する条文を変更後、変更前とも省略せず、全文を記載してください。また、変更する箇所が明確に分かるよう、変更箇所にアンダーラインを引くなどしてください。（変更する条番号から記載してください。）





変更日を記載してください。（社員総会の議決が必要）








変更の理由について、簡潔に記載してください。
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